





















































































































































































































































































































































































































































































26条第 1項第 2号及び第 27条第 1項第 2号の規
定による指導を行い、あわせて児童相談所、児童
福祉施設等との連絡調整その他厚生労働省令の定
める援助を総合的に行うことを目的とする施設と
する」とされている。
すなわち、身近な地域における相談機関であり、
職員配置は相談員の他、心理職の配置もなされて
いる。体制として、24時間 365日対応が原則で
あり、即応性のあるソーシャルワークが可能であ
る。全国で 72カ所（2009年４月現在）の設置が
見られるが、今後は児童家庭支援センターの機能
強化をはかり、教育と福祉の垣根を越えスクール
ソーシャルワーカーが掘り起こした問題を同セン
ターとの協働によるアプローチなども想定され
る。いままではそうした実践は厚生労働省と文部
科学省という縦割り行政が阻んでいた。
まとめにかえて
現実問題として、スクールソーシャルワーカー
の取り組むべき課題があまりにも幅がありすぎ
る。不登校、発達障害、非行、貧困、生活保護、
障がい、虐待など要保護児童問題などなど、専門
性が大きく異なる課題に一人のスクールソーシャ
ルワーカーが対応しうる、耐えうるとは思えない。
もちろん、連携や協働をもって、それぞれの専門
家につなぐことも大切な業務であろう。一人のス
クールソーシャルワーカーが職人芸を発揮し、何
でも屋になることを求めているのではない。
スクールソーシャルワーカーの得意不得意分野
がある以上、他の専門機関に積極的に振り分ける
ことも必要である。表面的にしか児童生徒をとら
えられないごく一部のスクールソーシャルワー
カーの存在も問題である。
我が国におけるスクールソーシャルワーク、よ
うやく日の目を見る段階までこぎ着けたのかもし
れないが、その内実はまだまだ茫漠としたもの
が横たわっている。また、2008年度から開始さ
れた「スクールソーシャルワーク活用事業」は、
2009年度から予算面において、国庫補助 3分の 1
に削減され残りは都道府県の持ち出しと改定され
た。関係者にとって出鼻をくじかれた思いである。
このことは財政基盤の弱い地方自治体において大
きな負担となり、有効性は認識されても、縮小な
いし休止にせざるを得ない自治体もある。次年度
の予算配分はどのようになるかは現時点において
明確ではないが、現実にはこの厳しい条件下、ス
クールソーシャルワーカーとして、それぞれの現
場において真摯に取り組んでおられる多くの方の
存在がある。
日本の 2005年の教育予算の対ＧＤＰ比 3.4％と
いう数字が経済協力開発機構ＯＥＣＤより公表さ
77
北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部研究紀要　第２号　第２分冊
れ、これはＯＥＣＤ加盟国の中で最下位であるこ
とは既知の事実である。また、2010年度より子
ども手当創設などをはじめとして我が国の子ども
に対するお金のかけ方が変化しつつある。新自由
主義の流れに対して大きく舵を切ったといえよ
う。教育投資は日本の将来を左右するということ
を、諸外国より約 10年遅れて、ようやく日本に
おいても認識されつつある。
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